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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第26期
第１四半期
累計(会計)期間

第25期

会計期間

自　平成20年
　　　10月1日
至　平成20年
　　 12月31日

自　平成19年
　　　10月１日
至　平成20年
　　　９月30日

売上高 (千円) 554,0022,408,734

経常損失（△） (千円) △77,961△178,086

四半期(当期)純損失（△） (千円) △79,709△380,906

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) △1,139 15,983

資本金 (千円) 949,601 949,601

発行済株式総数 (株) 35,211 35,211

純資産額 (千円) 786,002 890,520

総資産額 (千円) 3,084,5323,516,748

１株当たり純資産額 (円) 22,805.1625,837.66

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △2,312.71△11,043.00

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─

自己資本比率 (％) 25.5 25.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △319,184 537,253

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 683,991△783,703

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △95,004△415,457

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,314,7741,102,911

従業員数 (名) 49 49

(注)　1　売上高には、消費税等は含まれておりません。

2　第25期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であり、また、希薄化効　　　　  

　 果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

3　第26期第1四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、1株当たり四半期　

　 純損失であり、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。　 
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２ 【事業の内容】

　当第1四半期会計期間において、当社において営まれる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第1四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年9月30日現在

従業員数(名) 49

(注)　1　従業員数は就業人員であります。

　　　2　臨時雇用者数については、当該臨時雇用者数が従業員の10％未満であるため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社はシステムインテグレータであり、生産設備を保有していないため、該当事項はありません。
　
(2) 受注実績

当第１四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

医療画像事業 302,802 135,125

衛星画像事業 311,359 724,976

セキュリティ・ソリューション事業 21,985 1,305

合計 636,147 861,406

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 販売高(千円)

医療画像事業 311,298

衛星画像事業 219,007

セキュリティ・ソリューション事業 23,696

合計 554,002

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第１四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

GE横河メディカルシステム㈱ 51,632 9.32％

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）経営成績の分析

当第1四半期会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危
機や景気後退などの影響を受け、株式・為替市場の大幅な変動や信用収縮、企業収益の減少や雇用情勢の急
速な悪化等、極めて厳しい状況となりました。
このような環境の中で、当社におきましては、中期経営計画（2009年9月期～2011年9月期）に盛り込まれ
た目標達成に向けて、自社が保有するコア技術を基盤とした事業モデルの見直しと事業領域の拡大に注力
してまいりました。
当第1四半期会計期間の当社業績は、医療画像事業が好調に推移した結果、売上高は554百万円（前年同期
比26.7％増）、売上総利益は148百万円（前年同期比5.6％減）、売上総利益率は26.9％（前年同期比9.2％

EDINET提出書類

株式会社イメージワン(E02922)

四半期報告書

 4/23



減）となりました。売上総利益減少の要因は、衛星画像事業の衛星画像データ販売に関わる売上原価の計上
基準を、従来仕入契約期間内において各会計期間内に衛星画像データを販売の都度、売上原価として計上し
ておりましたものから、前事業年度下半期より、最低仕入金額を仕入れ契約期間内に売上原価として計上す
ることに変更したことによります。
利益面におきましては、営業損失は46百万円（前年同期営業損失41百万円）、経常損失は、為替差損27百
万円等を計上した結果、77百万円（前年同期経常損失47百万円）、四半期純損失は79百万円（前年同期四半
期純損失47百万円）となりました。
　
事業別の概況は以下の通りです。
　
医療画像事業
医療画像事業の当第1四半期売上高は311百万円（前年同期比66.2％増）となりました。売上高増加の主
な要因は、昨年4月の診療報酬改訂による院内フィルムレス加算により、PACS（医療画像保管・配信・表示
システム）関連商品の商談件数（既存顧客の増設・アップグレード案件並びに新規顧客案件）が大幅に増
加したことが挙げられます。また、遠隔画像診断支援ASPサービスにおきましては、前事業年度に開始した検
診施設向けサービスが順調に推移し、従来の病院向けサービスも、検査装置の高度化、検査量の増加から、商
談件数が大幅に増加し、売上高増加に寄与しております。
　
衛星画像事業
衛星画像事業の当第1四半期売上高は219百万円（前年同期比1.8％減）となりました。売上高減少の主な
要因は、官公庁向け衛星画像案件の受注が遅れていることによるものです。当社は前事業年度より2機の衛
星画像データ取扱い開始による商品ラインアップの強化、衛星画像付加価値製品の販促強化により、上半期
中の受注増に向け営業強化をしております。またソフトウェア販売では当第一四半期も堅調に売上推移し
ており、特に航空・宇宙関連向けの開発案件が売上に大きく寄与しております。
　
セキュリティ・ソリューション事業
セキュリティ・ソリューション事業の当第1四半期売上高は23百万円（前年同期比12.2％減）となりま
した。売上高減少の主な要因は、トラップ式フェンスセンサ商品の官公庁向け案件は順調に推移しました
が、官公庁向け以外の大型案件がお客様の都合により第2四半期以降にずれ込んだことによるものです。
　
なお、上記「前第1四半期会計期間の金額」及び「前年同期比増減率」につきましては、参考として記載
しております。
　

（2）財政状態の分析

（資産）
流動資産は、前事業年度末比421百万円減少し、2,737百万円となりました。これは、現金及び預金の増加
211百万円、有価証券の減少700百万円等によるものです。
固定資産は、前事業年度末比10百万円減少し、347百万円となりました。これは、投資その他の資産の減少
25百万円等によるものです。
　
（負債）
流動負債は、前事業年度末比232百万円減少し、1,595百万円となりました。これは、買掛金の減少167百万
円等によるものです。
固定負債は、前事業年度末比94百万円減少し、702百万円となりました。これは、長期借入金の減少95百万
円等によるものです。
　
（純資産）
純資産は、前事業年度末比104百万円減少し、786百万円となりました。これは、資本剰余金の減少380百万
円、利益剰余金の増加301百万円等によるものです。
　

（3）キャッシュ・フローの状況

当第1四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ
211百万円増加し、1,314百万円となりました。
当第1四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動により支出した資金は319百万円（前年同期：営業活動により支出した資金149百万円）となり
ました。これは、仕入債務の減少額167百万円等によるものです。
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動の結果得られた資金は683百万円（前年同期：投資活動の結果得られた資金156百万円）となり
ました。これは、有価証券の満期償還による収入700百万円等によるものです。
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

EDINET提出書類

株式会社イメージワン(E02922)

四半期報告書

 5/23



財務活動により支出した資金は95百万円（前年同期：財務活動により支出した資金89百万円）となりま
した。これは、長期借入金の返済による支出95百万円等によるものです。
　
なお、上記「前第1四半期会計期間の金額」につきましては、参考として記載しております。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第1四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

　当第1四半期会計期間の研究開発費の総額は、6,158千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第1四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第1四半期会計期間において、前事業年度末に計画していた設備計画には、重要変更はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社イメージワン(E02922)

四半期報告書

 7/23



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000

計 140,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年2月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,211 35,211

大阪証券取引所
（ ニ ッ ポ ン ・
ニュー・マーケッ
ト－「ヘラクレ
ス」市場）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 35,211 35,211 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

①　当社は、平成13年改正旧商法第280条の20及び21の規定に基づき新株予約権を発行しております。

株主総会の特別決議日(平成14年6月21日)

第一四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 12

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　1株当たり 72,500　（注）

新株予約権の行使期間
　平成16年７月１日から

平成20年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　72,500

資本組入額　36,250

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時において
も、当社の従業員の地位にあることを要する。
新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できる
ものとする。
この他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議
に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権
付与契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。
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代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

─

　

(注)　　 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、権利付与日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行(新株引受権の行使を除く。)する場合、払込金額

は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株の払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月15日
（注）

─ 35,211 ─ 949,601△380,906 92,599

(注)　欠損填補

平成20年12月15日開催の定時株主総会において、資本準備金を380,906千円減少し、欠損填補することを決議して

おります。

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年9月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 （自己保有株式）
普通株式   745  

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  34,46634,466 同上

単元未満株式 ― ― 同上

発行済株式総数 35,211 ― ―

総株主の議決権 ― 34,466 ―

(注)１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3株(議決権の数3個）

　　含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社イメージ　ワン

東京都新宿区西新宿
二丁目７番１号

新宿第一生命ビル12階
745 ─ 745 2.11

計 ― 745 ─ 745 2.11
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　10月

　
　11月

　
　12月

最高(円) 14,00016,40013,400

最低(円) 10,00011,5009,610

(注)　株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場におけるものであります。

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

　

　

　

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社イメージワン(E02922)

四半期報告書

11/23



第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間(平成20年　10月1日か

ら平成20年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、明誠監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,314,774 1,102,911

受取手形及び売掛金 463,911 432,272

有価証券 100,000 800,000

商品 66,648 58,393

前渡金 685,542 730,569

その他 106,969 35,321

貸倒引当金 △797 △814

流動資産合計 2,737,049 3,158,654

固定資産

有形固定資産 ※1
 12,002

※1
 12,086

無形固定資産 ※2
 17,278

※2
 2,165

投資その他の資産 318,202 343,842

固定資産合計 347,482 358,094

資産合計 3,084,532 3,516,748

負債の部

流動負債

買掛金 170,939 337,995

1年内返済予定の長期借入金 380,000 380,000

前受金 857,954 863,570

独占販売権契約損失引当金 79,552 160,002

その他 107,478 87,122

流動負債合計 1,595,924 1,828,690

固定負債

社債 120,000 120,000

長期借入金 582,000 677,000

退職給付引当金 605 536

固定負債合計 702,605 797,536

負債合計 2,298,530 2,626,227

純資産の部

株主資本

資本金 949,601 949,601

資本剰余金 92,599 473,505

利益剰余金 △79,709 △380,906

自己株式 △111,949 △111,949

株主資本合計 850,541 930,251

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △64,538 △39,730

評価・換算差額等合計 △64,538 △39,730

純資産合計 786,002 890,520

負債純資産合計 3,084,532 3,516,748
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 554,002

売上原価 405,014

売上総利益 148,988

販売費及び一般管理費

給料及び手当 85,480

その他 109,913

販売費及び一般管理費合計 195,394

営業損失（△） △46,406

営業外収益

受取利息 4,833

その他 971

営業外収益合計 5,805

営業外費用

支払利息 7,481

為替差損 27,649

その他 2,228

営業外費用合計 37,360

経常損失（△） △77,961

特別利益

貸倒引当金戻入額 17

特別利益合計 17

税引前四半期純損失（△） △77,944

法人税、住民税及び事業税 1,765

法人税等合計 1,765

四半期純損失（△） △79,709
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △77,944

減価償却費 979

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17

退職給付引当金の増減額（△は減少） 68

独占販売権契約損失引当金の増減額（△は減
少）

△80,449

受取利息及び受取配当金 △4,833

支払利息 7,098

為替差損益（△は益） 57,939

売上債権の増減額（△は増加） △31,639

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,254

仕入債務の増減額（△は減少） △167,055

その他 △16,371

小計 △320,478

利息及び配当金の受取額 9,798

利息の支払額 △6,219

法人税等の支払額 △2,284

営業活動によるキャッシュ・フロー △319,184

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 700,000

有形固定資産の取得による支出 △881

無形固定資産の取得による支出 △15,127

投資活動によるキャッシュ・フロー 683,991

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △95,000

配当金の支払額 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △95,004

現金及び現金同等物に係る換算差額 △57,939

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 211,863

現金及び現金同等物の期首残高 1,102,911

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,314,774
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期会計期間(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期累計期間

(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

(1)リース取引に関する会計基準の適用 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日
（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用
指針」 （企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、
平成19年3 月30日改正））が平成20年4月1日以後に開始する会計年度に係る四半期財務諸表から適
用することができることになったことに伴い、当第1四半期会計期間からこれらの会計基準等を適用
し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引
に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用しております。
　なお、リース取引日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係わる方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。
これによる損益に与える影響はありません。
 
(2)「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9
号）を当第1四半期会計期間から適用し、評価基準については、移動平均法による原価法から移動平均
法による原価法（収益性低下による簿価切り下げの方法）に変更しております。 
これによる損益に与える影響はありません。
 

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期累計期間

(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)

１　たな卸資産の評価方法

当第１四半期会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末に係る実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定しております。 

また、たな卸資産の簿価切下げにあたっては、収益性の低下が明らかなたな卸資産についてのみ正味売却価額を

見積もり、簿価切下げを行っております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 

　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第１四半期累計期間

(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)

市場販売目的のソフトウェアに係わる会計処理につきましては、従来すべて開発費として費用計上しておりまし

たが、資産計上すべきソフトウェア制作費の金額的重要性が増してきたため、当第1四半期会計期間より最初に製

品化された製品マスター完成後のソフトウェア制作費は、無形固定資産として資産計上し、製品完成後は、販売可

能な見込み有効期間を保守的に見込んだ結果、3年以内の定額法によることとしました。

　これにより、従来と同一の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、14百万増加し

ております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年9月30日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額　   26,585千円

 
※2　無形固定資産の内訳　
　　　　　　　　　　　ソフトウェア　　   721千円
　　　　　　　 ソフトウェア仮勘定　   14,477千円
                      電話加入権　　   2,079千円　

※1　有形固定資産の減価償却累計額　   25,620千円

 
※2　無形固定資産の内訳　
　　　　　　　　　　　ソフトウェア　　    85千円
                      電話加入権　　   2,079千円　　　
　

　

(四半期損益計算書関係)

第１四半期累計期間

　
当第１四半期累計期間
(自　平成20年10月1日 
   至　平成20年12月31日)

特記事項はありません。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期累計期間
(自　平成20年10月1日 
   至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,314百万円

預入期間が３か月超の定期預金 ─

現金及び現金同等物 1,314百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 35,211

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 745

　

３　新株予約権等に関する事項

　　 該当事項はありません

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
　　　　該当事項はありません
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当第1四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の

　　　効力発生日が当効力発生日が当第1四半期会計期間の末日後となるもの　
　　　　該当事項はありません

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項
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当社は、平成20年12月15日開催の定時株主総会における資本準備金の額の減少及び剰余金の処分決議に
基づき、資本準備金をその他資本剰余金に振替後、その他資本剰余金で繰越利益剰余金の欠損填補に充当
いたしました。この結果、資本剰余金が当第1四半期会計期間において380,906千円減少し、当第1四半期会
計期間末において92,599千円となっております。
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(リース取引関係)

　当第1四半期会計期間以前に取得した所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借
取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当1四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事
業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。
　

(有価証券関係)

当社の所有する有価証券は、当社の事業の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社は、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しており

ますので注記の対象から除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

当第1四半期会計期間において四半期財務諸表への影響額に重要性のあるストック・オプションはあ

りません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当第1四半期累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

関連会社に対する投資金額 29,400千円

持分法を適用した場合の投資の金額 92,403千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額 △1,139千円

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年9月30日)

22,805円16銭 25,837円66銭

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第１四半期累計期間
(自　平成20年10月1日 
　 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 △2,312円71銭

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい
ては、1株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を
有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期累計期間
(自　平成20年10月1日 
   至　平成20年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失（△）(千円) △79,709

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △79,709

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 34,466

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前事業年度末から重要な変動がある
場合の概要

─
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(重要な後発事象)

　
当第1四半期累計会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31

日)
（子会社の設立）

当社は、平成21年1月30日開催の取締役会において、下記のとおり子会社の設立を決議
しました。

1.子会社の概要

(1)商号　　　　　　株式会社イメージワン　ソリューションズ
　　
(2)所在地　　　　　東京都新宿区西新宿二丁目7番1号　新宿第一生命ビル12階
　　
(3)設立年月日　　　平成21年3月1日（予定）

(4)主な事業内容　　画像処理関連各種サポートビジネス並びにシステム開発

(5)従業員数　　　　6名（設立時予定）

(6)資本金の額　　　10百万円

(7)出資比率　　　　当社100％

　　
2.設立の目的

当社のサポートサービス関連業務を子会社に移管し、従来、外部に委託していた各種
業務の一部をグループ内にて内製化することにより、外注費の削減、業務効率の向上
を目的に当社全額出資の子会社を設立するものであります。　 
 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年2月13日

株式会社イメージ　ワン

取締役会　御中

　

明誠監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　村　　嘉　　信　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　澤　　研　　二　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイ

メージ　ワン株式会社の平成20年10月1日から平成21年9月30日までの第26期事業年度の第１四半期累計期間

(平成20年10月1日から平成20年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損

益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イメージ　ワンの平成20年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報 

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成21年1月30日開催の取締役会において、子会社の設立を決議し

た。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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